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ニコン環境方針 

はじめに 

ニコンは、グループの企業理念「信頼と創造」に則り、社会の持続的発展を可能

とする健全な環境を次代に引き継ぐために、本方針に沿って重要な環境課題であ

る気候変動対応、循環型経済への対応、水資源の保護、汚染防止と生物多様性・

生態系の保全に取り組みます。 

 

製品やサービスのライフサイクルの各段階（生産・物流・使用・廃棄など）で、

環境に配慮した技術の開発、資材・設備等の積極的な導入を行うことで環境負荷

の最小化を図ります。また、企画・開発・設計の各段階で、環境・安全を考慮し

たアセスメントを行い、環境に配慮した商品の提供に努めます。さらに環境目標

を設定するとともに、パフォーマンスを測定・管理し、環境マネジメントシステ

ムと業務の効率化の継続的な改善を通じてその達成に努め、環境負荷低減に取り

組みます。 

 

本方針に基づき、株式会社ニコンの社長執行役員が委員長を務めるサステナビリ

ティ委員会の責任において取り組みを推進し、同社の取締役会が取り組みの進捗

を監視します。また、サステナビリティ委員会は、社会の動向や規制などを踏ま

えリスクと機会を評価・特定・管理します。 

 

ニコンの環境への取り組みは、調達パートナーをはじめとする事業パートナー、

お客様、株主・投資家、従業員、地域社会などのステークホルダーに影響を及ぼ

す可能性があります。ステークホルダーとの対話に努めるとともに、連携・協働

して、環境保全活動に取り組みます。また、積極的な情報開示・提供に努めます。

さらに、従業員の意識向上を図るため、教育を徹底します。 

 

本方針については、ニコンのWebサイトに掲載しているほか、適宜ステークホル

ダーと共有しています。 

 

方針の適用範囲   

本方針は、株式会社ニコンおよび国内外の子会社に適用され、すべての事業、地

域、ビジネス、上流・下流のバリューチェーンの各段階、契約社員を含む従業員

やバリューチェーン上の企業が対象です。この方針でいう「ニコン」とは株式会

社ニコンおよび国内外の子会社を指します。また、関連会社には当該方針または

それに準ずる内容を適用することを推奨しています。 

 

第三者基準やイニシアティブへの対応   

ニコンは、下記の国際条約の達成への貢献を目指します。また、ニコンは、環境

に関する国・地域の法律・規則並びに国際的に締結された条約を遵守し、自ら基

準を定めて達成に努めます。 

• パリ協定 

• 昆明・モントリオール生物多様性枠組 
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ニコンは、下記の枠組みに沿って環境に関するパフォーマンスと環境に関する財

務リスク・機会の情報開示に努めます。 

• 欧州企業サステナビリティ報告指令(CSRD) 

• 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）IFRS S1、IFRS S2 

• 自然関連財務情報開示タスクフォース(TNFD) 

 

主な環境課題 

 気候変動対策 

ニコンは、気候変動の緩和に向け事業、調達パートナーや顧客を含むバリュー

チェーンにおける温室効果ガス排出を削減することを目指しています。ニコンは、

科学的根拠に基づく目標（SBT）イニシアティブによって評価および承認された

排出削減目標を設定しており、パリ協定に従って、地球全体の気温上昇を 1.5 °C

（産業革命前のレベルより）に抑えるために必要な脱炭素化に貢献しています。

これからは気候変動に伴う物理的リスクへの対処をはじめとする適応策にも取り

組みます。 

 

具体的には以下のアクションを推進します。 

• 自社のエネルギー効率向上のため、生産設備・プロセスの改善やオフィ

スへの省エネ機器の導入、テレワークのさらなる推進など働き方の脱炭

素化を目指します。 

• 再生可能エネルギーの導入に取り組みます。 

• 製品ライフサイクルにおいて各プロセスでの環境影響を可視化し、技術

力を活かした取り組みを進めます。 

• 貨物最小化、モーダルシフトなどを進め、物流における温室効果ガス排

出の削減に取り組みます。 

• 調達パートナーに対して、温室効果ガス排出削減目標の策定と実行を要

請します。 

• 気候変動への適応策として、事業継続マネジメントやサプライチェーン

の強靭化などに取り組みます。 

 

 循環型経済への対応 

ニコンは、資源の再使用・再利用を推進し、廃棄物の発生を最小限化することで、資

源利用に伴う環境負荷を減らし、直線型経済から循環型経済への移行に貢献します。 

 

具体的には以下のアクションを推進します。 

• 原材料使用量の最適化や製品寿命の延長などにより、資源効率を最大化

し、廃棄物を最小限に抑えるように努めます。 

• バージン資源の利用から脱却するため、製品、部品、材料、包装材の再

利用を推進するとともにリサイクル資源および再生可能資源の持続可能

な利用を推進します。 

• 廃棄物の適切な分類、分別、安全な処分を行い、責任ある廃棄物管理を

行います。 
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• 廃棄物総排出量の削減だけでなく、廃棄物を他の産業の資源として活用

し、社会全体としての廃棄物をゼロにするという「ゼロエミッション」

という考え方にもとづき、廃棄物の最終埋立処分量の削減および再資源

化に取り組みます。 

 

 水資源の保護 

ニコンは、水が事業運営に欠かせない資源であることを認識し、水の使用による

環境負荷を限りなく低減することに尽力します。 

 

具体的には以下のアクションを推進します。 

• 定期的に水リスク評価を実施し、水ストレス地域における自社拠点およ

びサプライヤー拠点の操業状況を確認します。また、新たに自社拠点を

設立する際は、拠点および周辺地域の水リスク評価を実施します。 

• よりサステナブルな水の調達に向けた水の取り扱いのため、自社事業に

おいて、取水量、排水量、水消費量のモニタリングを行い、再利用に積

極的に取り組みます。効率的な水資源の利用を目指し、目標を設定します。 

• 自社の事業活動に起因する水汚染の防止と軽減のため、排水について、

法令よりも厳しい水質基準値を設けて管理を行います。定期的にモニタ

リングを行い、基準値を超過した際には、ニコンが定める環境事故連絡

手順に則り、環境への影響の最小化に努めます。 

• バリューチェーンにおいては、サプライヤーやステークホルダーとの協

働のもと、水資源の持続的な利用の促進に努めます。 

 

 汚染防止 

ニコンは、健康・安全・環境へのリスクを低減するため化学物質の使用に配慮し、

汚染の防止を図ります。 

 

具体的には以下のアクションを推進します。 

• 自社の事業とバリューチェーンの上流における化学物質の使用について、

有害化学物質ガイドラインに定められた化学物質各国法規の基準または

それ以上の基準を設定のうえ、使用禁止・使用量削減、適切な管理など

の方策を講じます。特に各国法規の要求も考慮のうえ、消費者向け製品

をはじめとする製品の用途に応じた管理を行います。また、バリューチ

ェーンの下流での適正な使用や廃棄のため、適切なラベリングなどの情

報提供を行います。 

• インシデントや緊急事態を回避するため、法令・条例などの規制を遵守

するのみならず、地域団体との協定締結や自主基準値の設定といった取

り組みを推進します。また、製品への化学物質の使用については、調達

パートナーとも連携して材料への使用状況の適切な管理と削減を進めます。 

• 事故が発生した場合の人や環境へのインパクトを制御するため、事業活動

における化学物質の管理については、リスクアセスメントを実施するとと

もに、漏出の防止や封じ込め措置などを講じます。また、万が一、有害
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化学物質が製品に含有されていることが判明した場合は、社内で速やか

に情報共有するとともに関係当局への届出や必要な市場措置を講じます。 

 

● 生物多様性・生態系の保全 

ニコンは、生物多様性は社会の基盤であること、そして企業が事業活動を継続し

ていくためにはその保全がとても重要であることを認識し、生物多様性の維持、

回復に貢献します。 

 

具体的には以下のアクションを推進します。 

• バリューチェーンにおける生物多様性や生態系に関する依存、インパク

ト、リスク、機会の把握と開示に努めます。 

• 事業活動や環境活動、地域貢献活動を通して生態系の保全に努めます。 

 

制定、改廃 

「ニコン環境方針」の制定および改廃は、株式会社ニコンの環境部会が起案し、

同社のサステナビリティ委員会が決定します。なお、軽微なものは株式会社ニコン

の環境部会 部会長が決定します。 

 


